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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、税込処理を採用している子会社を除き消費税等は含まれておりません。 

    ３. 第11期第３四半期連結会計期間を除く潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第10期

第３四半期連結
累計期間 

第11期
第３四半期連結

累計期間 

第10期
第３四半期連結

会計期間 

第11期 
第３四半期連結 

会計期間 
第10期

会計期間 

自平成20年
９月１日 

至平成21年 
５月31日 

自平成21年
９月１日 

至平成22年 
５月31日 

自平成21年
３月１日 

至平成21年 
５月31日 

自平成22年 
３月１日 

至平成22年 
５月31日 

自平成20年
９月１日 

至平成21年 
８月31日 

売上高（千円）  7,634,967  9,633,775  2,739,490  3,331,711  10,601,881

経常利益（千円）  274,332  679,884  166,003  249,387  436,070

四半期（当期）純利益（千円）  179,092  351,720  122,885  115,682  251,079

純資産額（千円） － －  1,164,521  1,577,036  1,221,538

総資産額（千円） － －  4,238,203  4,480,007  4,277,786

１株当たり純資産額（円） － －  76,991.54  106,519.66  82,178.54

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 12,523.98  24,595.84  8,593.38  8,089.71  17,557.99

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  8,077.28  －

自己資本比率（％） － －  26.0  34.0  27.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △38,553  998,783 － －  △60,261

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △421,900  △258,659 － －  △485,417

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 361,087  △483,467 － －  432,819

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  477,991  721,149  464,498

従業員数（人） － －  2,546  2,754  2,665
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 当第３四半期連結会計期間において、当社連結子会社である株式会社ＳＯＲＡの一般労働者派遣事業及び有料職業

紹介事業に関する営業権をマックスアルファ株式会社に譲渡しております。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、以下の連結子会社の商号及び事業内容が変更になりました。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注)    従業員数は就業人員（当社グループからグループ外他社への出向者を除き、グループ外他社から当社グルー

プへの出向者を含んでおり、また、常用パートを含んでおります。）であります。 

  

   (2）提出会社の状況 

 （注）   従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおり、また、常用

パートを含んでおります。）であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

新商号 旧商号 新事業内容 旧事業内容

議決権
の所有
割合
（％）

変更日  理由

（連結子会社）  

株式会社ケアスター 

  

株式会社ＳＯＲＡ  

  

福祉用具販
売・貸与業 

  

人材紹介・
派遣事業   100

  

平成22年３月15日 

  

提出会社からの
事業移管のため 
  

４【従業員の状況】

  平成22年５月31日現在

従業員数（人） 2,754   

  平成22年５月31日現在

従業員数（人） 1,374   

2010/07/14 12:07:5810662815_第３四半期報告書_20100714120642

- 3 -



(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  （注）２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。   

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

  

  
  

前年同四半期比（％）  
  

  

介護事業（千円）  3,210,515   18.8

その他事業（千円）  121,196   229.7

合計（千円）  3,331,711   21.6

相手先 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

埼玉県国民健康保険団体連合会  415,366  15.2  521,301  15.6

岐阜県国民健康保険団体連合会  287,959  10.5  －  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のであります。 

  

（１）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）における我が国の経済状況は、一部に

景気の持ち直しが見られるものの、引き続き、企業業績、設備投資、雇用情勢等、低水準で推移し、景気の先行きは

不透明な状況であります。 

 このような経済状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社）は主力事業である認知症対応型共同生活介護

事業（グループホーム）の積極展開と昨年行いましたブランド統合等によるブランド力の向上を進めてまいりまし

た。  

 平成22年３月に千葉地区で「愛の家グループホーム松戸上本郷」の１棟を新規開設し、全120箇所のグループホー

ムを運営することになりました。  

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は3,331,711千円（前年同期2,739,490千円）、営業利益221,590千

円（前年同期175,320千円）、経常利益249,387千円（前年同期166,003千円）、四半期純利益115,682千円（前年同期

122,885千円）となりました。  

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末より118,532千円減少し、721,149千円となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況及び主な要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は、353,018千円となりました。（前年同期は171,247千円の資金増、対前年同期比

106.2％増）これは主に、税金等調整前四半期純利益254,854千円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用された資金は、148,150千円となりました。（前年同期は290,880千円の資金減、対前年同期比

49.1％減）これは主に、有形固定資産の取得による支出121,712千円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用された資金は、323,395千円となりました。（前年同期は49,321千円の資金増、対前年同期比

755.7％増）これは主に、金融機関からの借入金を返済したことによるものであります。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（４）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2010/07/14 12:07:5810662815_第３四半期報告書_20100714120642

- 5 -



（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 国内外の経済情勢は、徐々に好転する兆しが出てきているものの、企業業績は依然として低水準で推移しており、

雇用情勢や個人消費はいまだ低調基調にあるなど、本格的な景気回復の実態がつかめないまま、一進一退の状況が続

いております。一方介護業界においては、介護職員の雇用あるいは新規開設に対する各種助成金が新設されるなど、

追い風となる施策が展開され始めております。                               

  このような状況下、当社グループは徹底したコスト管理のもと、引き続き基幹事業でありますグループホーム事業

を中心に、居住系介護サービスの積極展開を行い、拡大均衡を目指してまいります。 

  

    （６）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 四半期連結キャッシュ・フロー計算書に記載のとおり、当社グループは営業活動及び財務活動によるキャッシュ・

フローにより、当社グループの成長を維持するために必要な資金を調達することが可能であると考えております。 

  

   （７）経営者の問題意識と今後の方針について 

 当社グループは、事業環境の変化に即応するとともに、最善の経営方針を立案するように努めています。当社グル

ープではこれまで、経営資源の重点的かつ効率的な投入を図りながら、新規事業所の積極的な開設、Ｍ＆Ａを積極的

に推進し、グループの競争力を高めてまいりました。当社グループにおける基幹事業でありますグループホーム事業

はストックビジネスであり、徹底したコスト管理のもと、ケアサービスの質の向上を追求することにより、安定的に

成長できるものと考えております。また、医療との連携強化や事業所間のノウハウ交流、人材育成を積極的に促すこ

とにより、付加価値の向上を図り、より高い入居水準の確保に努めてまいります。 一方、業容拡大と同時にコンプ

ライアンスの強化および企業理念の一層の浸透を図り、介護事故や防火管理等、事業所単位でリスクマネジメントを

徹底し、適正な運営管理体制の整備・構築に努めてまいります。 
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１ 主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。 

  

 提出会社 

 （注）１  上記設備は、すべて介護事業に係るものであります。 

        ２  上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

  

第３【設備の状況】

事業所名 
（所在地） 設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
（人） 

差入保証金
建物及び
構築物 

車両運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計 

愛の家グループホーム

松戸上本郷 

（千葉県松戸市） 

介護施設 

（グループホーム） 
6,000 － －

(－)

－
 －  6,000 17
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）提出日現在の発行数には、平成22年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により 

    発行された株式数は含まれておりません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  38,400

計  38,400

種類 
第３四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成22年５月31日) 

提出日現在発行数
(株) 

(平成22年７月12日) 

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式  14,300  14,300
名古屋証券取引所 

（セントレックス） 

 完全議決権株式であり、権利内

容に何ら限定のない当社における

標準となる株式であります。 

 単元株制度を採用していないた

め、単元株式数はありません。  

計  14,300  14,300 ― ― 

2010/07/14 12:07:5810662815_第３四半期報告書_20100714120642

- 8 -



新株予約権 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成17年8月23日臨時株主総会特別決議） 

 （注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

３ 新株予約権の行使の条件及び譲渡に関する事項 

①新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の行使時において、当社または当社グループ会社の取締役、

監査役もしくは従業員の地位を有していることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他

正当な理由のある場合、この限りではない。 

②新株予約権者が死亡した場合、相続人がその権利を行使できる。 

③新株予約権の質入れその他一切の処分は認めない。 

④その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の対象者との間で締

結する「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

４ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

      該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

(平成22年５月31日) 

新株予約権の数（個） 128 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 128  

新株予約権の行使時の払込金額（円）  150,000

新株予約権の行使期間 
平成19年８月23日から 

平成27年８月22日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格  150,000円 

資本組入額 75,000円 

新株予約権の行使の条件 （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）４ 

代用払込みに関する事項 ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率 

  
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数 

（３）【行使価格修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】
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      大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握して 

      おりません。  

  

 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年２月28日の株主名簿より記載しております。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 

   

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増減
額（千円） 

資本準備金残高
（千円） 

平成22年３月１日 

～ 

平成22年５月31日 

 － 14,300 － 869,750  － 389,750

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成22年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）   普通株式  14,300           14,300

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式  

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  14,300 － － 

総株主の議決権 －    14,300 － 
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、名古屋証券取引所(セントレックス)における株価を記載しております。 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役員の異動 

  

退任役員  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
９月 

10月 11月 12月
平成22年
１月 

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円）  134,900  147,000  128,900  124,000  154,000  151,000  184,000  205,000  202,500

最低（円）  119,000  120,500  102,000  113,200  120,500  142,500  144,600  176,000  176,000

３【役員の状況】

 新役名  新職名  旧役名  旧職名  氏名 異動年月日  

 常務取締役  管理本部長  取締役  管理本部長  石塚 明  平成22年３月15日 

 役名  職名  氏名  退任年月日 

 取締役  運営事業本部長  斉藤 正行  平成22年５月６日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平

成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月1日から平

成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年９月1日から平成21年５月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表については監査法人五大による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22年３

月1日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表については太陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 736,149 464,498

売掛金 1,738,838 1,632,118

たな卸資産 ※2  19,719 ※1, ※2  212,257

繰延税金資産 60,918 54,678

その他 210,465 248,691

貸倒引当金 △3,397 △3,404

流動資産合計 2,762,695 2,608,841

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 240,146 127,545

減価償却累計額 △16,894 △10,945

建物及び構築物（純額） ※1, ※3  223,252 116,599

車両運搬具 5,030 3,062

減価償却累計額 △3,197 △2,899

車両運搬具（純額） 1,833 162

土地 ※1  25,000 15,000

建設仮勘定 － 81,561

その他 91,222 60,231

減価償却累計額 △44,484 △36,084

その他（純額） 46,738 24,146

有形固定資産合計 296,824 237,470

無形固定資産   

のれん 524,279 622,813

その他 76,035 47,794

無形固定資産合計 600,314 670,607

投資その他の資産   

投資有価証券 6,233 9,876

長期前払費用 2,232 1,841

差入保証金 751,870 696,365

その他 68,967 61,790

貸倒引当金 △9,131 △9,008

投資その他の資産合計 820,173 760,866

固定資産合計 1,717,312 1,668,944

資産合計 4,480,007 4,277,786
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 21,873 19,350

短期借入金 667,134 1,080,368

1年内返済予定の長期借入金 ※1  237,800 ※1  250,650

未払金 691,210 602,146

未払法人税等 257,708 166,893

未払費用 83,984 89,770

賞与引当金 70,557 30,023

その他 77,575 65,001

流動負債合計 2,107,843 2,304,203

固定負債   

長期借入金 ※1  444,785 ※1  483,218

リース債務 84,995 44,171

退職給付引当金 80,667 50,593

長期預り金 173,635 171,470

その他 11,044 2,591

固定負債合計 795,127 752,044

負債合計 2,902,971 3,056,247

純資産の部   

株主資本   

資本金 869,750 869,750

資本剰余金 389,750 389,750

利益剰余金 266,694 △85,026

株主資本合計 1,526,194 1,174,473

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2,962 679

評価・換算差額等合計 △2,962 679

少数株主持分 53,805 46,385

純資産合計 1,577,036 1,221,538

負債純資産合計 4,480,007 4,277,786
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 

 至 平成22年５月31日) 

売上高 7,634,967 9,633,775

介護事業売上高 7,548,427 9,370,399

その他事業売上高 86,539 263,375

売上原価 6,442,307 7,909,115

介護事業原価 6,359,225 7,648,255

その他事業原価 83,082 260,860

売上総利益 1,192,660 1,724,659

販売費及び一般管理費 ※  892,836 ※  1,057,656

営業利益 299,823 667,002

営業外収益   

受取利息 439 107

受取配当金 3,553 －

補助金収入 － 46,955

負ののれん償却額 － 219

雑収入 － 6,016

営業外収益合計 3,992 53,299

営業外費用   

支払利息 23,044 24,590

雑損失 6,440 15,827

営業外費用合計 29,484 40,418

経常利益 274,332 679,884

特別利益   

投資有価証券売却益 2,790 －

国庫補助金 － 120,070

その他特別利益 1,001 7,587

特別利益合計 3,791 127,657

特別損失   

固定資産圧縮損 － 115,825

その他特別損失 50 10,999

特別損失合計 50 126,824

税金等調整前四半期純利益 278,073 680,717

法人税、住民税及び事業税 118,743 342,470

法人税等調整額 △28,286 △20,893

法人税等合計 90,457 321,576

少数株主利益 8,522 7,419

四半期純利益 179,092 351,720
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成22年５月31日) 

売上高 2,739,490 3,331,711

介護事業売上高 2,702,734 3,210,515

その他事業売上高 36,756 121,196

売上原価 2,247,213 2,758,291

介護事業原価 2,212,699 2,630,201

その他事業原価 34,513 128,089

売上総利益 492,277 573,420

販売費及び一般管理費 ※  316,956 ※  351,830

営業利益 175,320 221,590

営業外収益   

受取利息 29 △28

受取配当金 763 －

補助金収入 － 41,847

負ののれん償却額 － 73

雑収入 － 3,615

営業外収益合計 792 45,507

営業外費用   

支払利息 7,955 7,635

金利スワップ評価損 － 6,273

雑損失 2,154 3,800

営業外費用合計 10,110 17,709

経常利益 166,003 249,387

特別利益   

投資有価証券売却益 2,790 －

投資有価証券評価損戻入益 3,801 －

国庫補助金 － 120,070

その他特別利益 1,001 1,317

特別利益合計 7,593 121,387

特別損失   

固定資産圧縮損 － 115,825

その他特別損失 － 95

特別損失合計 － 115,921

税金等調整前四半期純利益 173,596 254,854

法人税、住民税及び事業税 66,351 139,598

法人税等調整額 △20,737 △3,217

法人税等合計 45,614 136,380

少数株主利益 5,097 2,791

四半期純利益 122,885 115,682
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年５月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年９月１日 

 至 平成22年５月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 278,073 680,717

減価償却費 17,008 29,750

のれん償却額 87,251 123,488

貸倒引当金の増減額（△は減少） 10,941 115

賞与引当金の増減額（△は減少） △83,209 40,534

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,904 30,073

受取利息及び受取配当金 △439 △107

支払利息 23,044 24,590

投資有価証券売却益 △2,790 －

補助金収入 － △46,955

国庫補助金 － △120,070

固定資産圧縮損 － 115,825

売上債権の増減額（△は増加） △217,598 △106,842

たな卸資産の増減額（△は増加） △194,558 192,538

仕入債務の増減額（△は減少） 231,303 59,509

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,624 13,290

長期預り金の増減額（△は減少） 49,237 2,164

その他 △120,015 79,229

小計 80,528 1,117,854

利息及び配当金の受取額 439 107

利息の支払額 △23,822 △23,857

補助金の受取額 － 46,955

国庫補助金の受取額 － 120,070

法人税等の支払額 △95,698 △264,687

法人税等の還付額 － 2,340

営業活動によるキャッシュ・フロー △38,553 998,783

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △15,000

有形固定資産の取得による支出 △48,367 △163,266

営業譲受に伴う支出 △250,023 △24,023

投資有価証券の売却による収入 6,840 －

新規連結子会社株式取得による支出 △45,302 －

差入保証金の返戻による収入 － 8,762

差入保証金の差入による支出 △86,469 △64,268

貸付金の回収による収入 690 580

貸付金の実行による支出 － △1,443

その他 732 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △421,900 △258,659

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 120,267 △413,234

長期借入れによる収入 448,000 430,000

長期借入金の返済による支出 △198,158 △481,283

リース債務の返済による支出 △9,021 △18,950

財務活動によるキャッシュ・フロー 361,087 △483,467

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △99,366 256,651

現金及び現金同等物の期首残高 577,358 464,498

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  477,991 ※  721,149
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    該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

   

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

 固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

  
当第３四半期連結累計期間 

（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

退職給付引当金 

 当社の連結子会社であるメディカル・ケア・サービス東海株式会社は、従業員数の増加に伴

い、第１四半期連結会計期間より退職給付にかかる処理をより適切に行うため、退職給付債務の

算定方法を簡便法から原則法に変更しております。 

 この変更に伴い、当期首における退職給付債務を算定した結果、発生した変更時差異10,903千

円を特別損失に計上しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経

常利益は3,357千円、税金等調整前四半期純利益は14,260千円それぞれ減少しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年８月31日） 

※１ （担保提供資産） 

  ①担保に供している資産 

  土地              10,000千円 

  建物及び構築物（純額）    108,204千円  

   この他、当社及び連結子会社が各都道府県国保連

に対して有する売掛金の一部については、長期借入

金の担保として譲渡担保が設定されております。 

  ②上記に対応する債務 

  １年内返済予定の長期借入金   49,596千円 

  長期借入金          200,039千円 
  
※２ （たな卸資産の内訳） 

  貯蔵品             13,754千円 

  商品              5,964千円  
  
※３ （国庫補助金等の圧縮記帳額） 

      固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額 

    建物及び構築物                115,825千円 

※１ （担保提供資産） 

  ①担保に供している資産 

  販売用不動産          190,821千円 

   この他、当社及び連結子会社が各都道府県国保連

に対して有する売掛金の一部については、長期借入

金の担保として譲渡担保が設定されております。 

  ②上記に対応する債務 

  １年内返済予定の長期借入金   56,148千円 

  長期借入金          365,032千円 

  
  
※２ （たな卸資産の内訳） 

  販売用不動産         190,821千円 

  貯蔵品             15,798千円 

  商品              5,637千円  

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び科目

は次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び科目

は次のとおりであります。 

給与手当 233,808千円 

賞与引当金繰入額 20,352千円 

貸倒引当金繰入額 10,941千円 

退職給付費用 934千円 

給与手当 272,644千円 

賞与引当金繰入額 14,668千円  

退職給付費用 3,433千円  

貸倒引当金繰入額 115千円  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び科目

は次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び科目

は次のとおりであります。 

給与手当 77,120千円 

賞与引当金繰入額 12,814千円  

貸倒引当金繰入額 3,920千円  

退職給付費用 311千円 

給与手当 87,971千円 

賞与引当金繰入額 8,293千円  

退職給付費用 1,226千円 

貸倒引当金繰入額 742千円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年５月31日現在） （平成22年５月31日現在）

  

  （千円）

  現金及び預金勘定  477,991

  現金及び現金同等物  477,991

  （千円）

  現金及び預金勘定 

  預入期間が３ヶ月間を 

  超える定期預金等  

 

 

736,149

△15,000

  現金及び現金同等物  721,149
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年９月１日 至

平成22年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式         14,300株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）
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前第３四半期連結会計期間（自平成21年3月1日 至平成21年5月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成22年3月1日 至平成22年5月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成20年9月1日 至平成21年5月31日） 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
介護事業
（千円） 

その他事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

   売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  2,702,734  36,756  2,739,490  －  2,739,490

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
     －  5,595  5,595  (5,595)  －

計  2,702,734  42,351  2,745,085  (5,595)  2,739,490

  営業利益又は営業損失（△）  459,752  △4,259  455,492  (280,171)  175,320

  
介護事業
（千円） 

その他事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

   売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  3,210,515  121,196  3,331,711  －  3,331,711

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  720  720  (720)  －

計  3,210,515  121,917  3,332,432  (720)  3,331,711

      営業利益  332,553  524  333,078  (111,488)  221,590

  
介護事業
（千円） 

その他事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

   売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  7,548,427  86,539  7,634,967  －  7,634,967

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  21,180  21,180  (21,180)  －

計  7,548,427  107,719  7,656,147  (21,180)  7,634,967

   営業利益又は営業損失（△）  855,610  △6,491  849,118  (549,295)  299,823
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当第３四半期連結累計期間（自平成21年9月1日 至平成22年5月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

       事業の種類及び性質等を考慮して区分しております。 

    ２ 各事業区分の主な内容 

  

 前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年３月１日 至平成22年５月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日 至平成21年

５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年９月１日 至平成22年５月31日） 

  本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 前第３四半期連結会計期間（自平成21年３月１日 至平成21年５月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年３月１日 至平成22年５月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年９月１日 至平成21年

５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年９月１日 至平成22年５月31日） 

  海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  
介護事業
（千円） 

その他事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結
（千円） 

   売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  9,370,399  263,375  9,633,775  －  9,633,775

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  15,243  15,243  (15,243)  －

計  9,370,399  278,618  9,649,018  (15,243)  9,633,775

      営業利益  1,078,280  14,919  1,093,200  (426,197)  667,002

事業区分 主な内容

 介護事業 介護施設の運営・管理  

その他事業  人材紹介・派遣・不動産販売 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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 当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変      

動はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日） 

 デリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

  

当第３四半期連結会計期間（自平成22年３月１日 至平成22年５月31日） 

該当事項はありません。 

  

    当第３四半期連結会計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年５月31日） 

      重要性が乏しいため、記載を省略しております。  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

   

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年８月31日） 

１株当たり純資産額 106,519.66円 １株当たり純資産額 82,178.54円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 12,523.98円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 24,595.84円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年９月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  179,092  351,720

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  179,092  351,720

期中平均株式数（株）  14,300  14,300

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 8,593.38円

  

１株当たり四半期純利益金額 8,089.71円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
8,077.28円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年５月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年３月１日 
至 平成22年５月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  122,885  115,682

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  122,885  115,682

期中平均株式数（株）  14,300  14,300
    

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益調整額（千円） －  －  

 普通株式増加数（株） － 22  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 
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    該当事項はありません。 

  

   

 当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載しておりません。 

  

該当事項はありません。  

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2010/07/14 12:07:5810662815_第３四半期報告書_20100714120642

- 26 -



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年７月９日

メディカル・ケア・サービス株式会社 

取締役会 御中 

監査法人五大 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 齊藤 栄太郎 印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 手塚 眞佐子 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているメディカル・ケ

ア・サービス株式会社の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21

年３月１日から平成21年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、メディカル・ケア・サービス株式会社及び連結子会社の平成21年５月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年７月９日

メディカル・ケア・サービス株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員
  

公認会計士 和田 芳幸  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員
  

公認会計士 齋藤  哲  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているメディカル・ケ

ア・サービス株式会社の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22

年３月１日から平成22年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、メディカル・ケア・サービス株式会社及び連結子会社の平成22年５月

31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３

四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 

2010/07/14 12:07:5810662815_第３四半期報告書_20100714120642


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【事業等のリスク】
	３【経営上の重要な契約等】
	４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】 
	（３）【行使価格修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】 

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



